
 

 

 
 

 

反社会的勢力対策 
の法律相談 
〈最新青林法律相談 第47巻〉 

第二東京弁護士会民事介入暴力対策員会［編］ 
A5判／336頁／定価（本体価格 4,400円）＋税／978-4-417-01859-9 
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第１章 反社会的勢力による被害の実態と基本的な対応方法 

第２章 企業の平時における反社会的勢力対策 

第３章 有事における反社会的勢力対策 

第４章 反社会的勢力による被害の回復 

第５章 地域からの反社会的勢力排除 
 
 
 
■編集 
第二東京弁護士会 民事介入暴力対策委員会 
 
編集委員会 
委 員 長 近内 京太 
副委員長  森下 寿光 
編集委員  番匠 史人  矢田  悠  磯貝 朋和  井筒 大介 
 
執筆者 
中村 直裕  古田 雄久  尾﨑  毅  近内 京太  今井 政介 
宮口 浩徳  森下 寿光  髙木  薫  山田 康成  沈  賢治 
矢作 達也  矢田  悠  堀内 大輔  内藤 勇樹  中山 泰章 
神谷 将史  磯貝 朋和  岡本 大毅  新井 優樹  平岡 広輔 
増田 大亮  曽我部 豪  久保田陽子  井筒 大介  坂田 真吾 
番匠 史人  石田 拡時 
（執筆順） 
 

新刊書 
 
３０  

 ◆内容の詳細は，青林書院 HP でご確認ください。 
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●特殊詐欺，マネロン，暗号資産の悪用，SNS・ネット誹謗中傷，サイバー攻撃対応など，令和の
“シン・反社”対策とは!? 

●従来型の反社対応から近年増加傾向の半グレ・アウトローなど，グレー属性者への対応策までを
網羅解説！ 

●企業・事業者に役立つ取引開始前の反社チェックの方法と対策，また，万一に備え，取引開始後
に取るべき関係解消の方策についても解説！ 

●実務に役立つ判例・裁判例，具体的事例を多数収録！ 
●法律専門家，企業，行政関係者必携の１冊！ 

日弁連民事介入暴力対策委員会：森谷長功委員長推薦！ 

発行日 令和 5年 7月 20 日 

月 15 日 

 

 



 

 

 

 
 

判例からひも解く 

実務民事訴訟法  
近藤昌昭 著 
A5判/320頁/定価（本体4,200円）＋税/978-4-417-01858-2 
 
 
 

 

 

 
 
 
■目次
第１章 序  論 
第２章 訴訟行為の解釈（私法上の効果との関係） 
第３章 処分権主義 
第４章 既 判 力 
第５章 審  理 
第６章 訴訟要件 
第７章 多数当事者に関する問題 

 
 
■はしがきから抜粋 
民事訴訟は，公法に属しながら，扱う内容が私人間の紛争であるから，私的自治の原則や 

民法等の実体法との関係の規律も重要であるが，手続法であるので，利用者にわかりやす 
く，公平な基準が要請される。そのため，利益衡量が前面に出ることは控えるべき法分野 
である。その意味で，概念設定を前提として論理的な解釈が要請される学問でもある。 
民事訴訟法が，一般の人にとってわかりにくいと感じさせる要因もそこにある。そのため， 
本書は，姉妹書の『判例からひも解く実務民法』と同様の手法で，設例を設けて解説を加 
えながら，民事訴訟全体の考え方や論点相互の関係にも言及する手法を採用した。このよ 
うな体裁の方が，具体的なイメージを持ちやすく概念的な説明を重ねるよりも，はるかに 
わかりやすいと考えたからである。 
 本書を通じて，法律実務家はもとよりこれから法律実務家を目指す者にとって，民事訴 
訟における実務の考え方や大きな流れについて，理解が深まる一助になれば望外の幸せで 
ある。 

 
令和5年6月                              近藤 昌昭 

新刊書 
発行日 令和 5年 7月 20 日 

月 15 日 

 

 

民事訴訟法の主要な論点を判例の考え方に基づき実務的に解説 
 
●元裁判官が，民事訴訟法を理解するうえで必要な判例を用いて簡潔にわか 
 りやすく解説! 
●設例の解説に加え，民事訴訟全体の考え方や論点相互の関係にも言及! 
 法律実務家をめざす方のために，実務の考え方や民事訴訟手続の大きな流
れについて理解が深まる一冊! 

 

 ◆内容の詳細は，青林書院 HP でご確認ください。 

http://www.seirin.co.jp 



 

 

 

 
 

実例 少年法 
河原 俊也 [編著]  

Ａ5判・292頁・本体価格3,800円＋税/978-4-417-01861-2 

 

 

 

 

本書の内容 

第１編 設問と解説 

 第１問 審判運営 

 第２問 処遇選択 

 第３問 児童相談所から送致されてく

るぐ犯事件 

 第４問 否認事件 

 第５問 観護措置質問手続と一時帰宅 

 第６問 調査及びカンファレンス 

第２編 特別論稿 

 論稿１ 少年事件の抗告審における保

護処分決定の審査 

 論稿２ 「対話」に基づく付添人活動 

     の実践 

 論稿３ 少年法改正の内容と 

     今後の課題 

 第７問 犯罪被害者等への配慮 

 第８問 少年の刑事事件 

 

 
 

編著者・執筆者紹介 

編 著 者 

河 原 俊 也：千葉家庭裁判所少年部部総括判事 

 

執 筆 者 

真 鍋 秀 永：大阪家庭裁判所少年部部総括判事 

藤 永 祐 介：千葉家庭裁判所少年部判事 

佐 藤 正 信：高松高等裁判所刑事部部総括判事 

（前東京家庭裁判所少年部部総括判事） 

池 上   弘：福島地方・家庭裁判所郡山支部判事 

平 野   望：横浜家庭裁判所少年部判事 

佐 藤   基：東京高等裁判所刑事部判事 

（前横浜家庭裁判所少年部部総括判事） 

堀 内 健太郎：札幌家庭裁判所判事補 

岩 㟢 貴 彦：大阪地方裁判所刑事部判事 

（前千葉地方裁判所刑事部判事） 

江 見 健 一：東京高等裁判所刑事部判事 

松 田 和 哲：弁護士、千葉県弁護士会副会長 

（前子どもの権利委員会委員長） 

川 出 敏 裕：東京大学大学院法学政治学研究科教授 

「令和の少年実務」の実情を分かりやすく詳解! 
●事件処理において比較的よく生じる問題や法改正に伴って生じてきた問題を取り上げ、
実務的な解決の一例を示す。 

●第１編「設問と解説」は、少年事件を現に担当している裁判官が、第２編「特別論稿」
は、ベテラン刑事裁判官、少年事件に精通した研究者、弁護士が執筆。 

●少年事件を担当するに当たってよき「相談相手」となる１冊。 

 

新刊書 発行日 令和 5年 7 月 15日 

月 15日 

 

 



 

 

 

 
 

民事訴訟 
〈最新裁判書式体系 第2巻〉 

梶村太市［監修］矢野亜紀子・鈴木哲広［編著］ 
A5判／688頁／定価（本体価格 8,600円）＋税/978-4-417-01857-5 

 
 

 

 

 
 
 
■目次
第１編 総  論 
 １ 変化する民事訴訟／２ 民事訴訟とは／３ 民事訴訟の基本理論 
第２編 書式実例 
 １ 第一審の訴訟手続（各種訴状の書式【書式１～62】／答弁書の書式【書式63～64】／準備書面の書式【書

式65～66】／証拠関係の書式【書式67～77】／その他の書式【書式78～156】） 
 ２ 上訴審手続・再審手続等（上訴審手続【書式157～171】／特別上告，特別抗告，許可抗告，再審等【書式

172～178】） 
 ３ 手形・小切手訴訟【書式179～184】 
 ４ 民事調停【書式185～187】 
 ５ 少額訴訟（訴え提起の際の特色等【書式188～189】／少額訴訟の審理及び証拠調べ【書式190～194】／少

額訴訟判決とそれに対する異議【書式195】） 
 ６ 簡易裁判所の訴訟手続に関する特則（口頭による訴えの提起と審理及び尋問に代わる書面の提出【書式196

～199】／訴え提起前の和解【書式200】） 
 ７ 督促手続（支払督促申立手続と処分【書式201～204】／仮執行宣言手続【書式205～208】／督促異議手続

【書式209～210】） 
 ８ 非訟事件（借地非訟事件【書式211～217】／会社非訟事件【書式218～221】）  書式索引 
 
■監修者 
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■編集者 
矢野亜紀子（弁護士，三島総合法律事務所） 
鈴木 哲広（弁護士，三島総合法律事務所） 
  
■執筆者 
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新刊書 

民事訴訟全般の重要書式を精選!!  

■各種訴状や申立書など，民事訴訟手続を始め，手形・小切手訴訟，民事調停，少

額訴訟，簡易裁判所の訴訟手続，督促手続，非訟手続にわたる多様な書式例全221点

を一挙掲載。  

■令和４年改正民事訴訟法に準拠（ただし，令和５年５月１日現在施行分まで)｡  

最新法令に基づき民事裁判手続の“実際”を解説する実務家必携の書!! 
 

発行日 令和 5年 7月 20 日 

月 15 日 

 

 









時井 真(弁護士・弁理士)著

A5変・上製・486頁　12,100円（税込）　ISBN978-4-7972-7038-9　C3332

本書は、元々、特許要件の 1 つである進歩性を裏付ける唯一の基礎理論書はあるかという問題意識から作成

されたものであり、その基礎理論の候補として、自然理論、法と経済学、自然権論に転向したといわれ

Merges の議論の 3 つを用意したことで、3 部構成とし、日本、中国、ドイツ、ＥＰＯ及び米国の裁判例（審

決例）2,400 件を、統計的かつ体系的に整理して分析したものを掲載しており「進歩性」に関する様々な論

点に関する各法域の傾向を具体的に明確化し、その基礎理論へ新たな視座を与えており、知的財産法実務に

携わる弁護士諸氏におかれましては、実務に役立つ必須の参考書です。

 特許法における進歩性要件
　　　―基礎理論と日本、中国、ドイツ、EPO及び米国の裁判例分析―

【目　 次】

◆ 第Ⅰ部 進歩性に関する理論上の問題―進歩性の判断において，量的　　　

　　 　　 コントロール及び質的コントロールの要件を満たす唯一の理論とい

　　　　　うのは存在するであろうか？ ◆

　第 1章　知的財産法の基礎理論と進歩性要件を結び付けて論じる機運の到来

　第 2章　具体的手法―二つの論点

　第 3章　論点Ⅰ：発明者が実際には参照していない引用例  の問題

　第 4章　論点Ⅱ：有限的試験の概念

◆ 第Ⅱ部　進歩性に関する裁判例の統計的分析 ◆

　第 1章　米 国

　第 2章　日 本

　第 3章　ドイツ及び EPO

　第 4章　中 国

　

◆ 第Ⅲ部　最終結論及び日本法への若干の提言 ◆

　第 1章　進歩性に関する裁判例の統計的分析による

　　　　　第Ⅰ部の仮説の立証 

　第 2章　日本法への提言

　　　　　　 　進歩性の基礎理論への新たなしざ

　　　　刊行：2023年6月30日
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碓井 光明(東京大学名誉教授) 著

A5正・上製・456頁　6,600円（税込）　ISBN978-4-7972-2875-5　C3332

現在、固定資産税は，市町村の税収入において約 40 パーセントを占めており，税収入の面では、極めて重

要な地位を占めている訳ですが、その一方、納める側の、固定資産の所有者にとっては，その路線価などの

評価基準は、不明瞭であり重大な関心事といえます。　　　　

そこで本書は、固定資産の適正な評価はいかにあるべきなのか。固定資産税評価にかかる数多くの裁判例の

分析を通じて，“適正な評価”のあり方を考究するとともに実務の羅針盤を示しており、弁護士諸氏におかれ

ましても、実務に役立つ必須の参考書です。

   固定資産税評価精義
　　　

【目　　次】

序　章　固定資産税評価の検討の開始に当たって
 1 固定資産税評価の基本
 2 土地・家屋に係る基準年度方式
 3 「適正な時価」
 4 土地・家屋の評価の専門技術性
 5 固定資産税評価をめぐる争訟の状況

第 1章　固定資産評価の出発点
 1 固定資産課税台帳等の整備
 2 市町村の固定資産評価の組織
 3 固定資産評価に関係する国の機関・道府県の機関等
 4 固定資産評価に関する規範
 5 提示平均価額制度

第 2章　固定資産評価の方法
 1 適正な時価の認定
 2 土地の評価
 3 家屋の評価
 4 固定資産税評価額の活用

第 3章　固定資産税評価をめぐる争訟
 1 固定資産の価格に関する争訟の基本的仕組み
 2 固定資産評価審査委員会による審査
 3 審査決定の取消訴訟
 4 国家賠償請求訴訟による救済

終　章　固定資産税評価の将来
 1 固定資産税評価に関する規範構造の再検討
 2 固定資産税評価の実施をめぐる課題
 3 納税者にわからない評価の仕組みの解消は ?
 4 価格決定に対する不服についての争訟の仕組みの行方

　　　　　　固定資産税の適正な評価は、いかにあるべきか

　　　　刊行：2023年6月26日
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 山下 眞弘(大阪大学名誉教授・弁護士) 著

A5変・並製・232頁　2,860円（税込）　ISBN978-4-7972-7529-2　C3332

本書は、「事業譲渡」および「会社分割」を網羅的に扱い、両制度に特有の理論と実務問題に

つき最新情報をもとに論じております。また、事業承継に関しても、1: 株式共有者の権利行

使（会社法 106 条）、2: 相続人に対する売渡請求（会社法 175 条 2 項）、3: 民事信託の最

新情報を展開する。会社法と隣接する法分野についても、1）労働者の保護、2）独禁法との

関係、3）倒産法上の問題などについても詳細に検討しています。

従いまして、弁護士諸氏におかれましても、会社法などの実務に役立つ必須の参考書です。

事業譲渡および会社分割の法理と法務
　　　　－円滑な事業継承をめざして－

　　　

本書の構成

序　章　事業譲渡・会社分割の機能―事業承継の手段として

第１章  事業譲渡と会社法規制の現在―会社分割と対比して

第２章  事業の重要な一部の譲渡―会社分割と対比して

第３章  会社分割法制の創設と改正―事業譲渡と対比して

第４章  事業譲渡と会社債権者の保護―会社分割と対比して

第５章  事業譲渡と労働契約の承継―会社分割と対比して

第６章  独占的状態・企業破産と事業譲渡

第７章  相続と円滑な事業承継―中小企業を中心として

第８章  事業承継と民事信託の活用

終　章  今後の課題と立法論

　　　

　　　　刊行：2023年7月1日
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発刊日

発刊日

発刊日

Ａ５判・３６１頁・　宮本　聡・細川慈子・佐藤恵二・上原拓也・簑田由香　著

　（株）民事法研究会

　近年増加している遺言・任意後見・離婚等について、公証人として多くの依頼者からの公
正証書作成に対応してきた著者がポイントを押さえてわかりやすく解説！
　事業向け融資で必要となった保証意思宣明公正証書や、テレビ電話による定款認証制度、
遺言公正証書等の正本・謄本の郵送による取得、クレジット決済の開始、会社の定款手数料
の改定等、最新の制度に対応！

Ａ５判・456頁・元鹿児島地方法務局所属公証人・弁護士　大島　明　著

2023年
６月14日刊

2023年
７月12日刊

　共益費は、その中身が曖昧なまま契約していることが多く、実質的に賃料の一部のような
もので、第２の賃料と呼ばれることもあります。本書では、その共益費の実情に切り込み、
賃貸人側、賃借人側、双方からの疑問に答えます！

書籍のご案内

  海外アスリートの代理人やスポーツ調査、国際商事仲裁や不正調査・訴訟案件の経験豊富
な弁護士が、100件の仲裁判断を端的に要約し、代理人等の活動の指針を明示！
　古くは代表選考基準に係る千葉すず事件、試合中の暴行に係るスアレス事件、最近のドー
ピングに係るワリエワ事件など、競技者の代理人活動の指針となる仲裁判断の考え方を整理
している大変ユニークな書籍です！
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2023年
７月12日刊

第１部 総論（公証人と公証人の仕事）
第１章 公証制度

第２章 公証人と公証役場

第３章 公正証書作成以外の仕事

第４章 公正証書

第５章 手数料

第２部 各論（公証事務）
第１章 遺 言

第２章 任意後見契約

第３章 金銭消費貸借契約等

第４章   離婚・事実婚・同性婚等

第５章   不動産についての契約関係

第６章   事実実験公正証書

第７章   信託契約

第８章   マンションの規約設定

第９章   尊厳死宣言

第10章 その他

 第３部 参考資料

不動産賃貸借における共益費Ｑ＆Ａ
─研究と実務─

Ｑ＆Ａ わかりやすい公正証書活用の手引
──９１の文例・関連書式──

序 章 スポーツ紛争の解決方法（総論）

第１章 管轄、仲裁合意（10件）

第２章 出場資格（４件）

第３章 代表選考、出場枠の配分（15件）

第４章 競技団体等による処分（20件）

第５章 審判の判定（Field of Play）（９件）

第６章 ドーピング（29件）

第７章 サッカー（13件）

第１章 海外の賃貸借事情

第２章 わが国の賃貸借事情

第３章 共同店舗・ショッピングセンター（SC）の賃貸借と共益費

第４章 法律・税務
PART１ 法律と共益費
PART２ 契約の定め方
PART３ 契約締結後のトラブル
PART４ 契約終了後のトラブル
PART５ 税金 

第５章 これからの共益費のあり方

第６章 裁判例

第７章 資料編

 

類型別 スポーツ仲裁判例１００
──仲裁判断のポイントと紛争解決の指針─






